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1. 平成26年12月期第2四半期の連結業績（平成26年1月1日～平成26年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年12月期第2四半期 202,276 0.9 △1,130 ― △984 ― △1,257 ―
25年12月期第2四半期 200,500 46.0 △1,001 ― △1,432 ― △1,051 ―

（注）包括利益 26年12月期第2四半期 △1,833百万円 （―％） 25年12月期第2四半期 14百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

26年12月期第2四半期 △4.66 ―
25年12月期第2四半期 △4.00 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年12月期第2四半期 135,660 21,434 15.8 79.38
25年12月期 129,308 23,954 18.5 88.85
（参考）自己資本 26年12月期第2四半期 21,418百万円 25年12月期 23,937百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
（注）平成26年12月期の配当予想につきましては、未定としております。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

25年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
26年12月期 ― 0.00
26年12月期（予想） ― ― ―

3. 平成26年12月期の連結業績予想（平成26年 1月 1日～平成26年12月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 464,000 3.5 4,300 10.7 4,500 27.1 1,900 2.0 7.17



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、３ページにあります「２.サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に対する
四半期レビュー手続を実施中であります。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提とし
ております。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。なお、業績予想の前提条件その他の関連する事項については、２ペ
ージにあります「１.当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
（四半期決算説明会の資料の入手方法） 
四半期決算説明会につきましては、平成26年８月19日（火）にアナリスト・機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する資料は、開催後
速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年12月期2Q 269,859,135 株 25年12月期 269,434,135 株
② 期末自己株式数 26年12月期2Q 23,490 株 25年12月期 17,135 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 26年12月期2Q 269,800,727 株 25年12月期2Q 262,789,025 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響は次第に薄れつつ

あり、設備投資や公共投資も堅調に推移し、今後の景気回復が期待されます。旅行業界におきましても消費増税の

影響は限定的で大幅な落込みは見られませんでした。国内では京阪神方面への旅行者数が増加していますが、昨年

の牽引役であった首都圏方面や遷宮効果が一巡した東海・山陰方面が厳しく、全体としては僅かに減少しました。

海外は依然として東アジア情勢や円安傾向の影響を受けてマイナス傾向が続きました。

 このような情勢のもと、当社は持株会社体制に移行して１年半が経過し、その間「近畿日本ツーリスト」という

強力なブランドと広範なネットワークを持つ強みと「クラブツーリズム」が持つ優れたマーケティング力や商品企

画力を掛け合わせて「統合シナジー」を生み出すべく、両社商品の相互販売やチャーター便の共同販売などの取組

みを進めてまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間における連結売上高は2,022億76百万円（前年同期2,005億円）、営業損

失は11億30百万円（前年同期 営業損失10億１百万円）、経常損失は９億84百万円（前年同期 経常損失14億32百

万円）、四半期純損失は12億57百万円（前年同期 四半期純損失10億51百万円）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

（財政状態の変動状況） 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、主に預け金、受取手形及び営業未収金と未渡クーポンが増加したこ

とにより、前連結会計年度末に比べ4.9％増加し、1,356億60百万円（前連結会計年度末は1,293億８百万円）とな

り、負債合計は、主に預り金、未精算旅行券と団体前受金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ8.4％

増加し、1,142億25百万円（前連結会計年度末は1,053億54百万円）となりました。また、純資産は、主に四半期純

損失と退職給付に関する会計基準の早期適用で利益剰余金が減少したことにより、前連結会計年度末に比べ10.5％

減少し、214億34百万円（前連結会計年度末は239億54百万円）となりました。 

 この結果、自己資本比率は15.8％で前連結会計年度末から2.7％減少しました。

 

（連結キャッシュ・フローの状況） 

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計

年度末に比較して19億62百万円増加し566億60百万円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金は26億99百万円の増加（前年同期は56億27百万円の増

加）となりました。これは主に売上債権の増加による影響で43億78百万円減少したものの、仕入債務の増加による

影響で22億34百万円、預り金の増加による影響で40億44百万円、団体前受金の増加による影響で25億21百万円がそ

れぞれ増加したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金は８億51百万円の減少（前年同期は23億49百万円の増

加）となりました。これは主に固定資産の取得による支出で11億28百万円が減少したためであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金は28百万円の増加（前年同期は3億52百万円の増加）と

なりました。これは主に株式の発行による収入で41百万円が増加したためであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第２四半期連結累計期間の連結業績を踏まえ、現時点において、通期の連結業績予想につきましては、平成26

年２月14日に公表した予想数値に変更はございません。 

 なお、今後の見通しにつきましては引き続き検討を行い、業績予想に関し修正の必要が生じた場合には、速やか

に開示いたします。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下、

「退職給付適用指針」という。）が平成25年４月１日以降開始する連結会計年度の期首から適用できることになっ

たことに伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めに限る。）を早期適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直

し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を

変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、退職給付債

務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金に加減しておりま

す。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が726百万円減少しております。なお、この変更によ

る当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微でありま

す。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 30,229 29,930 

預け金 27,140 29,120 

受取手形及び営業未収金 19,425 22,671 

商品 15 21 

団体前払金 16,073 16,722 

繰延税金資産 2,444 3,730 

その他 7,788 8,065 

貸倒引当金 △25 △22 

流動資産合計 103,092 110,239 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 1,195 1,332 

土地 1,282 1,218 

その他（純額） 652 683 

有形固定資産合計 3,130 3,233 

無形固定資産    

のれん 2,902 2,540 

その他 5,836 5,605 

無形固定資産合計 8,739 8,145 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,202 4,237 

繰延税金資産 2,319 1,689 

その他 8,240 8,802 

貸倒引当金 △414 △687 

投資その他の資産合計 14,347 14,041 

固定資産合計 26,216 25,420 

資産合計 129,308 135,660 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 11,319 10,855 

未払金 5,020 5,787 

未払法人税等 554 242 

預り金 21,404 25,452 

未精算旅行券 32,346 35,133 

団体前受金 25,504 28,050 

賞与引当金 818 391 

その他 1,828 1,494 

流動負債合計 98,797 107,407 

固定負債    

退職給付引当金 2,578 3,082 

旅行券等引換引当金 1,138 936 

その他 2,840 2,798 

固定負債合計 6,556 6,817 

負債合計 105,354 114,225 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,825 7,846 

資本剰余金 6,988 7,009 

利益剰余金 7,131 5,146 

自己株式 △2 △3 

株主資本合計 21,943 19,999 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 844 965 

繰延ヘッジ損益 882 △42 

為替換算調整勘定 267 496 

その他の包括利益累計額合計 1,994 1,418 

少数株主持分 17 16 

純資産合計 23,954 21,434 

負債純資産合計 129,308 135,660 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 200,500 202,276 

売上原価 165,957 167,632 

売上総利益 34,542 34,643 

営業費用 35,544 35,774 

営業損失（△） △1,001 △1,130 

営業外収益    

受取利息 138 153 

受取配当金 22 25 

助成金収入 19 1 

その他 27 28 

営業外収益合計 207 208 

営業外費用    

支払利息 81 37 

為替差損 515 14 

持分法による投資損失 31 7 

その他 10 3 

営業外費用合計 638 63 

経常損失（△） △1,432 △984 

特別利益    

移転補償金 - 88 

投資有価証券売却益 - 24 

受取補償金 20 - 

固定資産売却益 9 0 

その他 5 - 

特別利益合計 35 112 

特別損失    

厚生年金基金脱退拠出金 - 106 

経営統合関連費用 131 - 

固定資産除却損 40 3 

店舗閉鎖損失 0 - 

その他 8 0 

特別損失合計 181 111 

税金等調整前四半期純損失（△） △1,579 △983 

法人税、住民税及び事業税 294 235 

法人税等調整額 △820 39 

法人税等合計 △526 275 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,053 △1,258 

少数株主損失（△） △1 △0 

四半期純損失（△） △1,051 △1,257 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,053 △1,258 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 618 121 

繰延ヘッジ損益 △144 △925 

為替換算調整勘定 447 264 

持分法適用会社に対する持分相当額 145 △35 

その他の包括利益合計 1,067 △575 

四半期包括利益 14 △1,833 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 14 △1,833 

少数株主に係る四半期包括利益 0 △0 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △1,579 △983 

減価償却費 1,444 1,359 

のれん償却額 362 362 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28 18 

賞与引当金の増減額（△は減少） 36 △432 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △627 △642 

旅行券等引換引当金の増減額（△は減少） △213 △201 

受取利息及び受取配当金 △161 △179 

支払利息 81 37 

受取補償金 △20 － 

売上債権の増減額（△は増加） △1,624 △4,378 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,885 2,234 

未払金の増減額（△は減少） 1,017 580 

預り金の増減額（△は減少） 3,259 4,044 

団体前受金の増減額（△は減少） 3,502 2,521 

団体前払金の増減額（△は増加） △1,739 △631 

その他 376 △630 

小計 7,029 3,078 

利息及び配当金の受取額 194 190 

利息の支払額 △81 △37 

法人税等の支払額 △1,515 △531 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,627 2,699 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △724 △360 

定期預金の払戻による収入 624 762 

固定資産の取得による支出 △538 △1,128 

長期貸付けによる支出 △23 △19 

長期貸付金の回収による収入 66 30 

供託金の支払による支出 △10 △46 

供託金の返還による収入 2,426 38 

差入保証金の差入による支出 △164 △473 

差入保証金の回収による収入 270 145 

その他 421 200 

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,349 △851 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

株式の発行による収入 374 41 

その他 △21 △13 

財務活動によるキャッシュ・フロー 352 28 

現金及び現金同等物に係る換算差額 468 85 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,797 1,962 

現金及び現金同等物の期首残高 17,324 54,698 

株式交換に伴う現金及び現金同等物の増加額 26,509 － 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 190 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 52,821 56,660 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

株主資本の著しい変動

 当第２四半期連結累計期間の期首より、退職給付会計基準等を早期適用しております。これにより当第２四半期連

結累計期間の期首利益剰余金が726百万円減少しております

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

 
個人旅行 
事業 

団体旅行 
事業 

その他 合計 調整額 
四半期連結 
財務諸表 
計上額 

売上高            

(1）外部顧客への売上高 118,399 47,107 34,992 200,500 － 200,500 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
55 1,071 4,582 5,710 △5,710 － 

計 118,455 48,179 39,575 206,210 △5,710 200,500 

セグメント利益又は損失（△） △1,166 659 △150 △657 △344 △1,001 

（注）１．「その他」の区分は、海外航空券卸販売、北海道・東北・中国四国・九州地区の各種旅行商品の販

売、海外におけるサービスの提供と各種旅行商品の販売、人材派遣業、物品販売業、損害保険業お

よび旅行関連サービス業を含んでおります。

   ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△344百万円には、セグメント間取引消去１百万円、のれ

ん償却額△362百万円、各報告セグメントに配分していない全社収益・全社費用の純額△14百万

円、その他調整額30百万円が含まれております。全社収益は主にグループ会社からの経営指導料で

あり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

      ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

 当第２四半期連結累計期間に、クラブツーリズム株式会社との経営統合により、のれんが発生しておりま

すが、報告セグメントには帰属させておりません。なお、当該事象による当第２四半期連結累計期間におけ

るのれんの償却額は362百万円、当第２四半期連結会計期間末におけるのれんの未償却残高は3,265百万円で

あります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

 
個人旅行 
事業 

団体旅行 
事業 

その他 合計 調整額 
四半期連結 
財務諸表 
計上額 

売上高            

(1）外部顧客への売上高 117,304 50,555 34,350 202,211 64 202,276 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
44 677 5,542 6,264 △6,264 － 

計 117,349 51,233 39,892 208,475 △6,199 202,276 

セグメント利益又は損失（△） △1,487 632 △195 △1,050 △80 △1,130 

（注）１．「その他」の区分は、海外航空券卸販売、北海道・東北・中国四国・九州地区の各種旅行商品の販

売、海外におけるサービスの提供と各種旅行商品の販売、人材派遣業、物品販売業、損害保険業お

よび旅行関連サービス業を含んでおります。

   ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△80百万円には、セグメント間取引消去２百万円、のれん

償却額△362百万円、各報告セグメントに配分していない全社収益・全社費用の純額280百万円が含

まれております。全社収益は主に報告セグメントに帰属しない売上高であり、全社費用は主に報告

セグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

   ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

   ４．セグメント別資産の著しい金額の変動

      当第２四半期連結累計期間において、近畿日本ツーリスト株式会社からＫＮＴ－ＣＴホールディ

ングス株式会社へ次世代基幹システム等を譲渡したことにより、当第２四半期連結会計期間末の

「団体旅行事業」セグメント資産が前連結会計年度末に比べて4,049百万円減少しております。な

お、ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社の資産は全社資産として調整額に含めております。

 

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計方針の変更）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」

という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17

日。以下、「退職給付適用指針」という。）が平成25年４月１日以降開始する連結会計年度の期首から適用

できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等（ただし、退職給付会計

基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めに限る。）を早期適用し、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変

更するとともに、割引率の算定方法を変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が726百万円減少しております。なお、この変

更による当第２四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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